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小職は 2004年の国立大学法人化を契機として，我が国
の学術論文数が低迷～減少し，研究面での国際競争力が急
速に低下していることに警鐘をならしてきた．1）本稿では
物理学分野の研究面での国際競争力を学術論文数の推移で
推察する．ただし，小職は物理学の研究現場は無知であり，
実態とずれのある記述がありうることをお断りしておく．
論文数の分析はクラリベイト・アナリティクス社Web 

of Science®の分析ツールである InCites Benchmarkingを用
いた．本書での論文数は，あくまでこのデータベースに収
録された学術誌の論文数であり，実際の論文数とは異なる．
Web of Science®の特徴は，管理機関が一定の質を満たして
いると判断した学術誌のみを収録していることである．

物理学分野の論文数の推移
図 1は主要国における物理学論文数の推移を示している
が，先進国の中で日本だけが 2004年をピークにして論文
数が顕著に減少している．中国の伸びは目覚ましく，米国
を追い抜き，韓国も日本に接近している．2016年の日本
の人口当たりの物理学論文数は 33位であり，前後はハン

ガリーとギリシャである．なお，物理学分野の範囲をどこ
まで広げるかで論文数の推移も変わってくるが，ここでは
InCites Benchmarking の KAKEN-L3（Bunka3-H20）（66）と
いう分野分類における PhysicsとApplied Physicsの 2つを
合わせた論文数を示している．

国際共著論文数の増加
物理学分野の国際共著率は増加した（図 2）．最近，物理

学 3分野（astronomy & astrophysics，particle & fields physics，
multidisciplinary physics）で共著者 100人以上の超多機関国
際共同研究論文数が増えていることが注目される（図 3）．

物理学分野の論文の被引用インパクトの推移
物理学分野の分野調整被引用インパクト（Category-Nor-

malized Citation Impact: CNCI）については，日本は世界平
均である「1」以下と低迷しており，中国，韓国に抜かれた
（図 4）．また，中国の上位 5大学のCNCIは日本の上位 5

大学を追い抜いた（図 5）．なお共著者 100人以上の論文の
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図 1　主要国における物理学分野の論文数の推移．3年移動平均値．著者の
1人以上の所属機関が JAPANになっているすべての論文を「日本」として
カウント．他国，以降の図でも同様．

図 2　主要国における物理学分野の国際共著率の推移．3年移動平均値．

図 3　主要国における物理学 3分野の共著者 100人以上の論文数の推移．3
分野とはWoSの 252分類における astronomy & astrophysics，particle & fields 
physics，multidisciplinary physics．
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CNCIは際立って高くなるので，それを除いている．

物理学関係の各分野別の論文数の推移
日本の物理学関係各分野の論文数は，多くの分野で低迷
しているが，特に applied physics，condensed matter physics，
nuclear physicsが大きく減少している（図 6）．condensed 

matter physics，nuclear physicsの論文数減少は他国でも見ら
れる傾向であり，流行り廃りの影響もあるが，日本の減少
率はより大きく，また，applied physicsが大きく減少して
いるのは日本だけである．astronomy & astrophysics，parti-

cle & fields physicsについては論文数が増加傾向にあるが
超多機関国際共同研究論文の増加が寄与している．

日本の公的研究力が低下した原因
物理学分野を含めて，日本の公的研究の国際競争力が低
下した原因は，国立大学法人化後の大学財政政策の潮流で
ある「基盤的資金の削減」と「選択と集中」である．基盤的
資金の削減は研究従事者数（研究時間を考慮したフルタイ
ム相当）を減少させ，それに比例して論文数が減少した．
「選択と集中」政策で集中された部分は研究機能が維持さ
れたが，多くの選択されなかった部分の研究力が低下し，
日本全体として研究力が低下した．また，CNCIは，一部
の分野や研究者ではなく，どの分野も，どの研究者も強く

ないと高くならない性格を持っており，「選択と集中」政
策で高くすることは困難である．2）

おわりに
平成 30年時点における政府の認識は，日本の大学の研

究者数は先進国と比較して遜色なく，論文数が減少した原
因は，研究生産性が低いからであるとしている．そして，
平成後半期の大学財政政策によって十分疲弊した我が国の
大学に，いっそう鞭を振るうかのごとく政策を続けようと
している．令和の世になり，日本の公的研究力がどこまで
低下すれば，その間違いに気づくのであろうか？
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図 4　主要国における物理学分野のCNCIの推移．3年移動平均値．

図 5　日本および中国の上位 5大学の物理学分野のCNCIの推移．共著者
100人以下の論文で検討．3年移動平均値．

図 6　日本の物理学関係各分野の論文数の推移．WoSの 252分野分類による．
3年移動平均値．


